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1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 26,614 53.1 4,843 △18.7 5,181 △7.9 6,437 78.5

28年3月期 17,378 6.9 5,955 67.9 5,626 88.3 3,605 93.5

（注）包括利益 29年3月期　　6,620百万円 （187.2％） 28年3月期　　3,536百万円 （87.5％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 366.84 359.93 44.2 10.9 18.2

28年3月期 209.09 203.09 36.0 17.9 34.3

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 870百万円 28年3月期 154百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 56,792 19,878 30.8 979.32

28年3月期 38,690 11,700 30.1 665.31

（参考） 自己資本 29年3月期 17,493百万円 28年3月期 11,626百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 △2,908 1,136 3,394 13,574

28年3月期 △5,615 △2,316 9,584 11,968

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 0.00 ― 45.00 45.00 786 21.5 7.7

29年3月期 ― 0.00 ― 55.00 55.00 982 15.0 6.7

30年3月期(予想) ― 0.00 ― 55.00 55.00 68.9

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 31,100 16.9 2,600 △46.3 2,000 △61.4 1,400 △78.3 79.78

（注）第２四半期連結累期間の業績予想につきましては、開示を控えております。詳細は、３ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　有

新規 5 社 （社名）

ニューリアルプロパティ株式
会社、クマガイオーストラリア
ファイナンスＰＴＹ．リミテッ
ド、クマガイオーストラリアＰ
ＴＹ．リミテッド、クマガイイン
ターナショナルリミテッド、Ｋ
Ｇランドニューヨークコーポ
レーション

、 除外 1 社 （社名） 株式会社Ｊ

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

（注）詳細は、添付資料12ページ「３．連結財務諸表及び主な注記 （５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 17,862,800 株 28年3月期 17,475,800 株

② 期末自己株式数 29年3月期 141 株 28年3月期 141 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 17,548,234 株 28年3月期 17,244,133 株

（参考）個別業績の概要

平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 23,894 327.8 4,220 ― 3,753 ― 7,154 ―

28年3月期 5,585 △56.1 △62 ― △427 ― △342 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年3月期 407.70 400.02

28年3月期 △19.84 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 43,865 13,871 31.6 775.19

28年3月期 34,062 7,148 20.9 407.98

（参考） 自己資本 29年3月期 13,846百万円 28年3月期 7,129百万円

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料
３ページ「１．経営成績等の概況 （４）今後の見通し」をご覧ください。

（決算説明会内容の入手方法）

　当社は、平成29年６月６日（火曜日）に機関投資家・アナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算資料等の概要については、開催後
速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

 

(1）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、戦後３番目の長い景気回復が続いており企業業績も最高益を出すとこ

ろも多くありますが、賃金の伸びは限られ、内需や外需の伸びは弱く実感の乏しいものであります。一方で海外に

おきましては、保護主義の色合いが濃い米国トランプ政権の通商政策や欧州政治の混乱などの政治リスクを抱え、

地政学リスクは無数にあるものの、総じて企業業績は安定し設備投資も回復していることから、景況感は改善して

おり、世界景気は回復傾向にあります。

不動産及び不動産金融業界におきましては、首都圏での人手不足が拡大しており、新築マンションの価格は高

止まりし敬遠され売れ行きが悪化している模様であります。ただ地価は今後も緩やかに上がる見通しであるもの

の、バブル期のように一斉に上がるようなことはなさそうであります。 

このような状況のもと、当社グループにおきましては、機関投資家の不動産運用ニーズに応え日本初の底地特

化型「地主プライベートリート投資法人（地主リート、といいます。）」へ８案件を売却（売却価格11,380,000千

円）し私募リートの運用を開始いたしました。また、持分法適用関連会社でありましたニューリアルプロパティ株

式会社（以下、「ＮＲＰ」という。）の自己株式取得により、当社グループはＮＲＰの議決権の過半数を保有する

こととなり、ＮＲＰ及びその子会社10社、持分法適用関連会社１社が当社グループの関係会社として増加しまし

た。この結果、当連結会計年度の売上高は26,614,078千円（前年同期比53.1％増）、経常利益は5,181,191千円

（同7.9％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は6,437,323千円（同78.5％増）となりました。 

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

①不動産投資事業 

不動産投資事業におきましては、売上高は25,204,212千円（前年同期比47.6％増）、セグメント利益は

6,521,075千円（同10.0％減）となりました。 

②サブリース・賃貸借・ファンドフィー事業

サブリース・賃貸借・ファンドフィー事業におきましては、売上高420,367千円（同38.7％増）、セグメント利

益は175,127千円（同146.3％増）となりました。

③企画・仲介事業

企画・仲介事業におきましては、売上高193,804千円（前年同期は、3,555千円）、セグメント利益192,313千円

（前年同期は、3,555千円）となりました。

④その他事業 

その他事業（＊）におきましては、売上高は851,694千円、セグメント利益は753,152千円となりました。

 

（＊）  当社グループの持分法適用関連会社でありましたニューリアルプロパティ株式会社は、当第１四半期連結

会計期間において、発行済株式の一部を自己株式として取得したため、当社グループは同社の議決権の過半

数を保有することとなり、同社及びその子会社10社、持分法適用関連会社１社が当社グループの関係会社と

して増加しました。

これにより、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを従来の３事業に「その他事業」を追加

し、４事業としております。なお、その他事業では、海外ＰＦＩ事業、娯楽事業（ゴルフ場の運営）を行っ

ております。 

 

(2）当期の財政状態の概況 

（流動資産）

当連結会計年度における流動資産の残高は、地主リートを初めとする投資家への売却を促進した結果、現金及

び預金が1,732,166千円増加するとともに、ＮＲＰを子会社化したこと及び仕入を更に加速して販売用不動産が

9,029,205千円増加し過去最高水準となった結果、46,022,019千円（前年同期比29.9％増）となりました。

（固定資産）

当連結会計年度における固定資産の残高は、ＮＲＰが連結子会社になったこと等により、投資有価証券が

216,332千円減少したものの出資金が500,000千円増加し、関係会社株式が7,083,153千円増加した結果、

10,770,621千円（同231.3％増）となりました。 

（流動負債）

当連結会計年度における流動負債の残高は、借入期間を長期化するという財務戦略を継続実施したことによ

り、短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の総額が1,810,660千円減少した結果、4,068,548千円（同

34.1％減）となりました。 

（固定負債）
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当連結会計年度における固定負債の残高は、過去最高水準の仕入を実施したことにより長期借入金が

11,587,311千円増加した結果、32,845,674千円（同57.8％増）となりました。 

（純資産）

当連結会計年度における純資産合計は、親会社株主に帰属する当期純利益6,437,323千円（同78.5％増）を計

上し、19,878,418千円（同69.9％増）となり、自己資本比率は30.8％となりました。 

 

(3）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、優良案件の仕入を加速し過去最高水

準の販売用不動産を積み上げたこと、機関投資家の不動産運用ニーズに応え日本初の底地特化型「地主リート」へ

８案件を売却（売却価格11,380,000千円）し私募リートの運用を開始し適正な利益を得ることができたこと、及び

金融機関からの資金調達が引き続き順調に行うことができたことにより、前連結会計年度に比べ1,606,651千円増

加し13,574,693千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動の結果、税金等調整前当期純利益が7,968,514千円となり、負ののれん発生

益が4,577,713千円発生したこと、段階取得に係る差損が1,787,271千円発生したこと、及び販売用不動産が

6,100,801千円増加したこと等により減少した資金は、2,908,136千円（前年同期は5,615,702千円減少）となり

ました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果、連結範囲の変更を伴う子会社株式取得による収入1,894,986千円が

あったこと等により増加した資金は、1,136,940千円（前年同期は2,316,423千円減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果、販売用不動産の売却促進により長期借入金の返済による支出は

18,435,426千円となりましたが、更に一層仕入を促進したことにより長期借入れによる収入が22,158,000千円あ

ったたこと等により増加した資金は、3,394,811千円（前年同期は9,584,863千円増加）となりました。

 

(4）今後の見通し 

今後の世界経済の見通しにつきましては、政策・方針の変化次第では、景気の下振れリスクも予想されるもの

の、米国、欧州においては緩やかな景気回復傾向が続くことが期待されます。国内経済におきましても、総じて持

ち直しの動きが出ており、緩やかな回復基調が続くことが想定されます。

このような経営環境のもと、当社グループの翌連結会計年度の方針といたしまして、当連結会計年度において

運用開始いたしました日本初の底地特化型「地主プライベートリート投資法人」を組成したことにより、JINUSHI

ビジネスを完全に自社ブランド化し、JINUSHIビジネスを次のステージに移行させ、当社グループはさらなる成長

へ邁進いたします。 

なお、配当金につきましては、安定した配当政策を実施することを基本に考え、事業年度ごとの利益の状況、

将来の事業展開などを勘案した結果、当事業年度の年間配当金は、第17期定時株主総会の決議を経て、１株当たり

55円とさせていただくとともに、次期の配当金につきましても１株当たり55円を予定しております。 

 また、当社グループの第２四半期連結累計期間の業績は、複数の取引案件の成約時期やその価額により大きな影

響を受けることを予想しておりますので、引き続き開示を控えさせていただいております。 

  通期の業績予想の詳細等については、当決算短信に係る補足説明である「2017年３月期決算説明資料」（当社ウ

ェブサイト（＊））をご覧くださいますようお願いいたします。

 （＊）http://www.ncd-jp.com/（IR情報、IR News）

 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用してお

ります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 12,062,588 13,794,754 

営業未収入金 4,799 77,448 

販売用不動産 22,610,077 31,639,283 

前渡金 377,573 235,000 

前払費用 159,513 131,749 

繰延税金資産 193,072 82,371 

その他 31,481 61,412 

流動資産合計 35,439,106 46,022,019 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 83,604 150,838 

工具、器具及び備品（純額） 21,032 25,838 

土地 3,758 3,758 

リース資産（純額） 26,903 50,688 

有形固定資産合計 135,297 231,123 

無形固定資産    

商標権 880 705 

その他 6,857 10,543 

無形固定資産合計 7,737 11,249 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,669,789 2,453,456 

関係会社株式 － 7,083,153 

関係会社出資金 － 4,000 

出資金 5,161 505,161 

敷金及び保証金 248,087 291,418 

長期前払費用 116,360 89,385 

その他 69,320 454,083 

貸倒引当金 △300 △352,409 

投資その他の資産合計 3,108,419 10,528,248 

固定資産合計 3,251,454 10,770,621 

資産合計 38,690,561 56,792,641 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 49,446 121,511 

短期借入金 426,000 540,000 

1年内返済予定の長期借入金 2,539,653 614,992 

未払金 81,257 227,468 

未払費用 6,672 16,232 

リース債務 13,575 11,587 

未払法人税等 2,043,747 1,112,481 

未払消費税等 1,724 33,510 

預り金 25,156 74,535 

前受収益 79,825 112,673 

1年内返還予定の預り保証金 892,687 963,286 

賞与引当金 － 11,516 

その他 10,000 228,752 

流動負債合計 6,169,747 4,068,548 

固定負債    

長期借入金 20,470,581 32,057,893 

リース債務 15,061 40,596 

繰延税金負債 155,945 496,058 

長期預り敷金保証金 178,555 182,555 

退職給付に係る負債 － 68,570 

固定負債合計 20,820,143 32,845,674 

負債合計 26,989,890 36,914,223 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,619,000 2,794,183 

資本剰余金 2,597,445 2,772,628 

利益剰余金 6,481,610 12,132,529 

自己株式 △79 △79 

株主資本合計 11,697,976 17,699,262 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △32,280 △29,476 

為替換算調整勘定 △39,038 △176,446 

その他の包括利益累計額合計 △71,319 △205,923 

新株予約権 18,720 25,097 

非支配株主持分 55,293 2,359,982 

純資産合計 11,700,670 19,878,418 

負債純資産合計 38,690,561 56,792,641 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 17,378,474 26,614,078 

売上原価 9,951,153 18,903,831 

売上総利益 7,427,320 7,710,247 

販売費及び一般管理費 1,471,778 2,866,760 

営業利益 5,955,542 4,843,487 

営業外収益    

受取利息 244 7,827 

受取配当金 381 12,115 

有価証券利息 6,599 5,877 

持分法による投資利益 154,366 870,794 

償却債権取立益 － 106,561 

その他 622 150,711 

営業外収益合計 162,214 1,153,888 

営業外費用    

支払利息 293,011 609,799 

資金調達費用 183,487 178,944 

その他 15,001 27,440 

営業外費用合計 491,500 816,184 

経常利益 5,626,256 5,181,191 

特別利益    

負ののれん発生益 － 4,577,713 

特別利益合計 － 4,577,713 

特別損失    

固定資産除却損 5,369 3,119 

事務所移転費用 29,433 － 

段階取得に係る差損 － 1,787,271 

特別損失合計 34,803 1,790,390 

税金等調整前当期純利益 5,591,452 7,968,514 

法人税、住民税及び事業税 2,094,882 1,024,615 

法人税等調整額 △105,927 136,977 

法人税等合計 1,988,954 1,161,592 

当期純利益 3,602,497 6,806,921 

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△） 
△3,149 369,597 

親会社株主に帰属する当期純利益 3,605,646 6,437,323 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益 3,602,497 6,806,921 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △10,217 4,301 

持分法適用会社に対する持分相当額 △55,946 － 

為替換算調整勘定 － △190,617 

その他の包括利益合計 △66,164 △186,316 

包括利益 3,536,333 6,620,605 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 3,539,482 6,302,719 

非支配株主に係る包括利益 △3,149 317,885 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

      (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,524,080 2,502,525 3,383,907 △79 8,410,432 

当期変動額           

新株の発行 94,920 94,920     189,840 

剰余金の配当     △507,943   △507,943 

親会社株主に帰属する当期純利
益     3,605,646   3,605,646 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）           

当期変動額合計 94,920 94,920 3,097,703 － 3,287,543 

当期末残高 2,619,000 2,597,445 6,481,610 △79 11,697,976 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 △5,154 － △5,154 18,900 86,442 8,510,620 

当期変動額             

新株の発行           189,840 

剰余金の配当           △507,943 

親会社株主に帰属する当期純利
益           3,605,646 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

△27,125 △39,038 △66,164 △180 △31,149 △97,493 

当期変動額合計 △27,125 △39,038 △66,164 △180 △31,149 3,190,049 

当期末残高 △32,280 △39,038 △71,319 18,720 55,293 11,700,670 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

      (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,619,000 2,597,445 6,481,610 △79 11,697,976 

当期変動額           

新株の発行 175,183 175,183     350,367 

剰余金の配当     △786,404   △786,404 

親会社株主に帰属する当期純利
益     6,437,323   6,437,323 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）           

当期変動額合計 175,183 175,183 5,650,918 － 6,001,285 

当期末残高 2,794,183 2,772,628 12,132,529 △79 17,699,262 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 △32,280 △39,038 △71,319 18,720 55,293 11,700,670 

当期変動額             

新株の発行           350,367 

剰余金の配当           △786,404 

親会社株主に帰属する当期純利
益           6,437,323 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 2,803 △137,408 △134,604 6,377 2,304,688 2,176,461 

当期変動額合計 2,803 △137,408 △134,604 6,377 2,304,688 8,177,747 

当期末残高 △29,476 △176,446 △205,923 25,097 2,359,982 19,878,418 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 5,591,452 7,968,514 

減価償却費 15,999 122,279 

負ののれん発生益 － △4,577,713 

段階取得に係る差損益（△は益） － 1,787,271 

固定資産除却損 5,369 3,119 

事務所移転費用 29,433 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △325 △3,216 

持分法による投資損益（△は益） △154,366 △545,096 

償却債権取立益 － △106,561 

受取利息 △244 △7,827 

受取配当金 △381 △12,115 

有価証券利息 △6,599 △5,877 

支払利息 293,011 609,799 

控除対象外消費税等 104,376 154,656 

売上債権の増減額（△は増加） △4,267 21,983 

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,969,280 △6,100,801 

仕入債務の増減額（△は減少） 16,873 24,317 

前渡金の増減額（△は増加） △170,236 142,573 

前払費用の増減額（△は増加） △72,082 42,203 

未払費用の増減額（△は減少） △1,938 6,008 

未払金の増減額（△は減少） △103,722 145,735 

未払消費税等の増減額（△は減少） △14,580 17,134 

預り金の増減額（△は減少） △3,206 △8,451 

前受収益の増減額（△は減少） 33,944 △5,995 

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 363,399 △32,980 

その他 △153,115 48,895 

小計 △4,200,485 △312,144 

利息及び配当金の受取額 9,589 28,871 

利息の支払額 △297,850 △594,530 

法人税等の支払額 △1,126,955 △2,030,332 

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,615,702 △2,908,136 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の増減額（△は増加） △5,518 △85,515 

有形固定資産の取得による支出 △91,770 △100,583 

投資有価証券の取得による支出 △2,027,959 － 

出資金の払込による支出 － △504,000 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△103,657 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入 
－ 1,894,986 

敷金及び保証金の差入による支出 △77,359 △22,693 

その他 △10,156 △45,253 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,316,423 1,136,940 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

株式の発行による収入 189,660 343,350 

短期借入金の純増減額（△は減少） 235,000 114,000 

長期借入れによる収入 22,990,610 22,158,000 

長期借入金の返済による支出 △13,284,462 △18,435,426 

リース債務の返済による支出 △10,901 △12,274 

配当金の支払額 △507,042 △785,619 

非支配株主への配当金の支払額 △28,000 － 

その他 － 12,782 

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,584,863 3,394,811 

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △16,964 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,652,737 1,606,651 

現金及び現金同等物の期首残高 10,315,304 11,968,041 

現金及び現金同等物の期末残高 11,968,041 13,574,693 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号  平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ4,979千円増加しており

ます。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社グループは、不動産業を中心に事業展開を行っており、「不動産投資事業」、「サブリース・賃貸

借・ファンドフィー事業」及び「企画・仲介事業」並びに「その他事業」を報告セグメントとしておりま

す。

 「不動産投資事業」は、不動産投資事業を行っております。

 「サブリース・賃貸借・ファンドフィー事業」は、サブリース事業、賃貸借事業、ファンドフィー事業を

行っております。

 「企画・仲介事業」は、企画事業、仲介事業を行っております。

 「その他事業」は、海外ＰＦＩ事業、娯楽事業(ゴルフ場の運営)を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の

方法と概ね同一であります。

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

連結 
財務諸表 
計上額 

（注）２ 
 

不動産投資 
事業 

サブリース・
賃貸借・ファ
ンドフィー 

事業 

企画・仲介 
事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 17,071,948 302,970 3,555 17,378,474 － 17,378,474 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － － － 

計 17,071,948 302,970 3,555 17,378,474 － 17,378,474 

セグメント利益 7,245,351 71,102 3,555 7,320,009 △1,364,467 5,955,542 

セグメント資産 23,126,319 170,228 1,080 23,297,627 15,392,933 38,690,561 

その他の項目            

減価償却費 － － － － 15,999 15,999 

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額 

－ － － － 99,027 99,027 

（注） １．調整額の内容は以下のとおりであります。

セグメント利益 （単位：千円）
 

全社費用（*） 1,364,467

合計 1,364,467

（*） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

 

セグメント資産 （単位：千円）
 

全社資産（*） 15,392,933

合計 15,392,933

（*） 全社資産は、主に全社に係る本社管理部門の資産であります。
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減価償却費 （単位：千円）

 
全社費用（*） 15,999

合計 15,999

（*） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社管理部門の費用であります。

 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

連結 
財務諸表 
計上額 
（注）２ 

 
不動産投資 

事業 

サブリー
ス・賃貸
借・ファン
ドフィー 
事業 

企画・仲介 
事業 

その他事業 計 

売上高              

外部顧客への売上高 25,148,212 420,367 193,804 851,694 26,614,078 － 26,614,078 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

56,000 － － － 56,000 △56,000 － 

計 25,204,212 420,367 193,804 851,694 26,670,078 △56,000 26,614,078 

セグメント利益 6,521,075 175,127 192,313 753,152 7,641,669 △2,798,181 4,843,487 

セグメント資産 32,060,767 206,189 － 9,604,244 41,871,201 14,921,439 56,792,641 

その他の項目              

減価償却費 69,721 2,758 － 14,729 87,208 35,070 122,279 

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額 

－ 48,000 － － 48,000 52,583 100,583 

（注） １．調整額の内容は以下のとおりであります。

セグメント利益 （単位：千円）
 

セグメント間取引消去 △56,000

全社費用（*） △2,742,181

合計 △2,798,181

（*） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。
 

セグメント資産 （単位：千円）
 

全社資産（*） 14,921,439

合計 14,921,439

（*） 全社資産は、主に全社に係る本社管理部門の資産であります。
 

減価償却費 （単位：千円）
 

全社費用（*） 35,070

合計 35,070

（*） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社管理部門の費用であります。

 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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４．報告セグメントごとの資産に関する情報 

(子会社の取得による資産の著しい増加)

  当連結会計年度において、当社グループの持分法適用関連会社でありましたニューリアルプロパティ株式

会社は、発行済株式の一部を自己株式として取得したため、当社グループは同社の議決権の過半数を保有す

ることとなり、同社及びその子会社10社、持分法適用関連会社２社が当社グループの関係会社として増加し

ました。

  なお、当連結会計年度において持分法適用関連会社でありました若狭観光開発株式会社は、重要性が低下

したため、当連結会計年度から持分法適用の範囲から除外しております。

  これにより当連結会計年度末の資産の残高は、前連結会計年度の末日に比べ、「不動産投資事業」の資産 

が4,153,893千円、「その他事業」の資産が9,604,244千円それぞれ増加しております。 

 

５．報告セグメントの変更等に関する事項 

  当社グループの持分法適用関連会社でありましたニューリアルプロパティ株式会社は、発行済株式の一部

を自己株式として取得したため、当社グループは同社の議決権の過半数を保有することとなり、同社及びそ

の子会社10社、持分法適用関連会社２社が当社グループの関係会社として増加しました。

  なお、当連結会計年度において持分法適用関連会社でありました若狭観光開発株式会社は、重要性が低下

したため、当連結会計年度から持分法適用の範囲から除外しております。

  これにより、当連結会計年度より、報告セグメントを従来の３事業に「その他事業」（＊）を追加し、４

事業としております。

（＊）その他事業では、海外ＰＦＩ事業、娯楽事業（ゴルフ場の運営）を行っております。 

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

  「会計方針の変更」に記載のとおり、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号  平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後

に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメン

トの減価償却の方法を同様に変更しております。

  当該変更により、当連結会計年度のセグメント利益に与える影響はありませんが、各報告セグメントに帰

属しない全社費用が4,979千円減少しております。

 

【関連情報】 

 前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスごとの情報は、「セグメント情報」の「３．報告セグメントごとの売上高、利益又は

損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報」に同様の記載をしているため、記載を省略しており

ます。

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高

    本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

    本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

(単位:千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

エムジーリース株式会社 11,750,000 不動産投資事業

興銀リース株式会社 2,910,440
不動産投資事業

サブリース・賃貸借・ファンドフィー事業

ケネディクス商業リート投資法人 1,929,000 不動産投資事業
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 当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスごとの情報は、「セグメント情報」の「３．報告セグメントごとの売上高、利益又は

損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報」に同様の記載をしているため、記載を省略しており

ます。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

    本邦の外部顧客の売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

    本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

(単位:千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

地主プライベートリート投資法人 11,473,144
不動産投資事業

サブリース・賃貸借・ファンドフィー事業

興銀リース株式会社 4,513,960
不動産投資事業

サブリース・賃貸借・ファンドフィー事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

  当社グループの持分法適用関連会社でありましたニューリアルプロパティ株式会社は、発行済株式の一部

を自己株式として取得したため、当社グループは同社の議決権の過半数を保有することとなり、同社及びそ

の子会社は連結子会社となりました。これにより負ののれん発生益が4,577,713千円発生しております。

  なお、この負ののれん発生益は特定の報告セグメントに係るものではないため、全社の利益として認識し

ております。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 665.31円 979.32円

１株当たり当期純利益金額 209.09円 366.84円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 203.09円 359.93円

(注)１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり 

ます。

 
前連結会計年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千

円）

3,605,646 6,437,323

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額（千円）

3,605,646 6,437,323

普通株式の期中平均株式数（株） 17,244,133 17,548,234

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

  親会社株主に帰属する当期純利益調整額 － － 

   普通株式増加数（株） 510,024 336,517

       （うち新株予約権） (510,024) (336,517) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

 

───────── 

 

───────── 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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４．個別財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 7,911,404 10,893,411 

営業未収入金 4,799 17,381 

販売用不動産 22,239,248 27,579,354 

前渡金 377,573 235,000 

前払費用 158,894 103,767 

繰延税金資産 189,502 81,032 

関係会社短期貸付金 1,739,000 － 

その他 220,878 15,609 

流動資産合計 32,841,301 38,925,557 

固定資産    

有形固定資産    

建物 83,604 105,597 

構築物 － 45,241 

工具、器具及び備品 21,032 25,838 

土地 3,758 3,758 

リース資産 26,903 50,688 

有形固定資産合計 135,297 231,123 

無形固定資産    

商標権 880 705 

ソフトウエア 6,857 5,405 

その他 0 0 

無形固定資産合計 7,737 6,111 

投資その他の資産    

投資有価証券 318,863 313,448 

関係会社株式 124,000 404,000 

出資金 5,161 505,161 

関係会社出資金 219,429 223,459 

関係会社長期貸付金 － 2,884,055 

敷金及び保証金 228,087 229,789 

長期前払費用 113,265 84,985 

繰延税金資産 6,861 7,212 

その他 62,459 50,453 

貸倒引当金 △300 △300 

投資その他の資産合計 1,077,827 4,702,265 

固定資産合計 1,220,862 4,939,500 

資産合計 34,062,164 43,865,058 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 49,446 66,175 

短期借入金 426,000 540,000 

関係会社短期借入金 2,500,000 － 

1年内返済予定の長期借入金 2,539,653 614,992 

リース債務 13,575 11,587 

未払金 81,122 227,464 

未払費用 20,542 13,732 

未払法人税等 14,170 1,017,537 

未払消費税等 1,724 18,237 

預り金 25,134 25,523 

前受収益 78,725 73,291 

1年内返還予定の預り保証金 879,487 862,306 

その他 10,000 － 

流動負債合計 6,639,583 3,470,848 

固定負債    

長期借入金 20,080,581 26,299,066 

長期預り敷金保証金 178,555 182,555 

リース債務 15,061 40,596 

固定負債合計 20,274,198 26,522,218 

負債合計 26,913,781 29,993,066 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,619,000 2,794,183 

資本剰余金    

資本準備金 2,597,445 2,772,628 

資本剰余金合計 2,597,445 2,772,628 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 1,928,669 8,296,597 

利益剰余金合計 1,928,669 8,296,597 

自己株式 △79 △79 

株主資本合計 7,145,035 13,863,329 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 △15,372 △16,435 

評価・換算差額等合計 △15,372 △16,435 

新株予約権 18,720 25,097 

純資産合計 7,148,383 13,871,991 

負債純資産合計 34,062,164 43,865,058 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 5,585,580 23,894,094 

売上原価 4,250,165 17,807,499 

売上総利益 1,335,414 6,086,595 

販売費及び一般管理費 1,398,349 1,865,678 

営業利益又は営業損失（△） △62,935 4,220,917 

営業外収益    

受取利息 11,270 33,938 

受取配当金 52,381 2,585 

有価証券利息 6,599 5,877 

受取手数料 2,400 2,700 

その他 598 252 

営業外収益合計 73,249 45,354 

営業外費用    

支払利息 274,068 330,109 

資金調達費用 162,660 175,230 

その他 904 7,896 

営業外費用合計 437,632 513,237 

経常利益又は経常損失（△） △427,318 3,753,035 

特別利益    

抱合せ株式消滅差益 － 4,453,058 

特別利益合計 － 4,453,058 

特別損失    

固定資産除却損 5,369 3,119 

事務所移転費用 29,433 － 

特別損失合計 34,803 3,119 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △462,121 8,202,974 

法人税、住民税及び事業税 5,821 940,172 

法人税等調整額 △125,819 108,469 

法人税等合計 △119,998 1,048,642 

当期純利益又は当期純損失（△） △342,123 7,154,331 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

          (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   
資本準備金 

資本剰余金合
計 

その他利益
剰余金 利益剰余金合

計 
  

繰越利益剰余
金 

当期首残高 2,524,080 2,502,525 2,502,525 2,778,736 2,778,736 △79 7,805,262 

当期変動額               

新株の発行 94,920 94,920 94,920       189,840 

剰余金の配当       △507,943 △507,943   △507,943 

当期純利益又は当期純損失
（△）       △342,123 △342,123   △342,123 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）               

当期変動額合計 94,920 94,920 94,920 △850,066 △850,066 － △660,226 

当期末残高 2,619,000 2,597,445 2,597,445 1,928,669 1,928,669 △79 7,145,035 

 

         

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △5,154 △5,154 18,900 7,819,007 

当期変動額         

新株の発行       189,840 

剰余金の配当       △507,943 

当期純利益又は当期純損失
（△）       △342,123 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

△10,217 △10,217 △180 △10,397 

当期変動額合計 △10,217 △10,217 △180 △670,624 

当期末残高 △15,372 △15,372 18,720 7,148,383 
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当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

          (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   
資本準備金 

資本剰余金合
計 

その他利益
剰余金 利益剰余金合

計 
  

繰越利益剰余
金 

当期首残高 2,619,000 2,597,445 2,597,445 1,928,669 1,928,669 △79 7,145,035 

当期変動額               

新株の発行 175,183 175,183 175,183       350,367 

剰余金の配当       △786,404 △786,404   △786,404 

当期純利益又は当期純損失
（△）       7,154,331 7,154,331   7,154,331 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）               

当期変動額合計 175,183 175,183 175,183 6,367,927 6,367,927 － 6,718,294 

当期末残高 2,794,183 2,772,628 2,772,628 8,296,597 8,296,597 △79 13,863,329 

 

         

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △15,372 △15,372 18,720 7,148,383 

当期変動額         

新株の発行       350,367 

剰余金の配当       △786,404 

当期純利益又は当期純損失
（△）       7,154,331 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） △1,063 △1,063 6,377 5,313 

当期変動額合計 △1,063 △1,063 6,377 6,723,608 

当期末残高 △16,435 △16,435 25,097 13,871,991 
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